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外郭団体現況調書

団　体　名 公益財団法人　新潟市産業振興財団

所　在　地 新潟市中央区古町通七番町1010番地　産業政策・イノベーション推進課内 電話番号 025-226-0550

基本財産等 119,460 市出資額 46,138 市出資割合

設立目的

　新潟市及びその近隣市町村の中小企業等に対し、販路拡大や市場開拓、新製品・新技術に係る研
究・開発、人材の確保・育成、経営基盤の強化等を総合的に支援することにより、地域産業の振興と
活性化を図り、もって活力ある地域経済社会の構築並びに地域住民の生活の向上及び福祉の増大に寄
与することを目的とする。

所　管　課 経済部 産業政策・イノベーション推進課 電子メール info@niigata-ipc.or.jp

設立年月日 平成3年11月11日 代表者職氏名 理事長　朝妻　博

合　計

役員数

職員数

財務の状況

令和４年度決算 令和５年度決算 令和６年度決算 令和７年度予算

総収入額(収益)

組織の状況

常　勤
内　訳 非常勤／

嘱託・臨時

内　訳

▲ 241

総資産額 651,715 622,019 598,514

167,994 161,118 175,133 178,486

総支出額(費用) 167,566 162,820 177,644 178,727

総負債額 121,895 117,419 119,943

正味財産額 529,820 504,600 478,571

差引収支額
(税引き前当期純損益) 428 ▲ 1,702 ▲ 2,511

93,506

運営費補助金 873 923 3,675 4,199

市からの
財政支出等

の状況

補助金 81,735 78,723 88,946 97,705

事業費補助金 80,862 77,800 85,271

設備投資に係る補助金

負担金 32,374 31,615 34,942 35,957

指定管理料(非公募)

業務委託(随契)

交付金

委託料

出資・出捐金（追加分）

業務委託(その他)

指定管理料(公募)

貸付金（期中借入額）

その他※
( 　　　　　　 　  )

合　計 114,109 110,338 123,888 133,662

貸付金残高

損失補償契約に係る
債務残高

損失補償限度額

その他財政援助の状況
（税や使用料の減免，
建物の無償貸与等）

・法人市民税の減免（均
等割）
・事務室使用料の一部減
免

・法人市民税の減免（均
等割）
・事務室使用料の一部減
免

・法人市民税の減免（均
等割）
・事務室使用料の一部減
免

・法人市民税の減免（均
等割）
・事務室使用料の一部減
免

市からの財政支出
等の必要性

当財団は、産業施策を企画・立案する市と連携・協力しながら、中小企業支援事
業を実施しているが、基本財産の運用益などの自主財源のみでは実施が困難で
あることから、市からの財政支出を必要とする。
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※　該当項目以外の記載事項がある場合は必ず記載する。

地域イノベーション戦略推進事業 戦略的複合共同工場運営事業　等

新潟中国経済交流促進事業 北京事務所の運営 38,429

54,048

令和７年度
主要事業 新製品開発・技術開発支援事業 技術開発力向上支援事業　等 7,362

事業名 事業内容 予算額

経営基盤・総合戦略支援事業及び情報収
集・人材育成支援事業

コンサルティング事業、研修・セミナーの開
催　等

77,930

販路拡大支援事業 食の商談促進事業　等 958


